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埼
玉
県
が
慢
性
的
な
医
師
不
足
解
消
の
切
り
札
と
し
て
計

画
し
て
来
た
順
天
堂
大
学
医
学
部
付
属
病
院
の
浦
和
美
園
地

区
へ
の
誘
致
が
、
昨
年
11
月
29
日
に
順
天
堂
大
学
か
ら
県
知

事
に
中
止
届
が
提
出
さ
れ
霧
消
し
ま
し
た
。

埼
玉
県
は
全
国
1
の 

医
療
過
疎

建
設
費
の
高
騰
で 

計
画
を
断
念

順
天
堂
に
損
害
賠
償
を

請
求
せ
ず

医
療
ス
タ
ッ
フ
確
保
困

難
も
断
念
の
一
因

　

人
口
10
万
人
当
た
り
の
医
師

数
が
全
国
最
少
の
埼
玉
県
（
左

下
表
）
が
慢
性
的
な
医
師
不
足

を
解
消
す
べ
く
、
２
０
１
４
年

10
月
に
大
学
附
属
病
院
整
備
計

画
を
公
募
。
こ
れ
に
順
天
堂
大

学
が
応
募
す
る
形
で
さ
い
た
ま

市
内
の
浦
和
美
園
地
区
に
同
大

学
の
医
学
部
分
院
（
仮
称
：
国

際
先
進
医
療
セ
ン
タ
ー
８
０
０

床
）
を
建
設
す
る
計
画
が
ス

タ
ー
ト
し
ま
し
た
。

　

順
天
堂
大
学
は
２
０
２
３
年

８
月
に
医
師
３
０
０
人
の
確
保

に
つ
い
て
、「
法
人
の
中
だ
け

で
は
不
可
能
」
と
し
て
全
国
か

ら
公
募
す
る
方
針
を
示
し
ま
し

た
。
こ
れ
に
対
し
、
埼
玉
県
は

県
内
、
特
に
県
北
の
医
療
機
関

か
ら
浦
和
美
園
に
医
師
が
転
職

す
る
と
こ
の
計
画
の
意
味
が
な

く
な
る
で
県
内
医
療
機
関
か
ら

医
師
を
引
き
抜
か
な
い
事
を
通

知
し
ま
し
た
。

　

こ
の
計
画
が
発
表
さ
れ
た
２

０
１
５
年
の
９
月
議
会
で
医
師

確
保
を
危き

ぐ惧
し
、
議
会
で
質
問

し
た
所
、
当
時
の
上
田
知
事
は

「
順
天
堂
大
学
医
学
部
は

本
院
と
分
院
で
１
０
０

０
人
の
常
勤
医
が
い
る

の
で
基
本
的
に
は
自
前

で
賄ま

か
なう
計
画
」
と
答
弁
し

て
い
ま
し
た
が
、
病
院
副

院
長
の
立
場
か
ら
見
る

と
順
天
堂
と
言
え
ど
も

３
０
０
名
の
医
師
を
自

前
で
確
保
す
る
の
が
困

難
な
事
は
自
明
で
す
。

　

埼
玉
県
か
ら
す
れ
ば
殆ほ

と
んど
契

約
不
履
行
に
近
い
順
天
堂
大
学

か
ら
の
一
方
的
な
中
止
報
告
で

す
が
、
今
年
２
月
議
会
の
知
事

答
弁
で
は
「
複
数
の
弁
護
士
に

相
談
し
た
結
果
、
損
害
賠
償
の

請
求
は
難
し
い
」
と
の
見
解
が

示
さ
れ
ま
し
た
。

率
は
２
分
の
１
以
内
と
し
、
２

０
２
０
年
度
開
院
予
定
と
さ
れ

て
い
ま
し
た
。

　

そ
の
後
２
０
１
８
年
３
月
、

２
０
２
１
年
12
月
、
２
０
２
２

年
５
月
、
２
０
２
４
年
７
月
の

４
回
に
渡
た
り
開
院
延
期
等
の

計
画
変
更
を
経
て
、
最
終
的
に

総
事
業
費
が
当
初
込
み
の
約

２
・
６
倍
と
な
る
２
１
８
６
億

円
と
な
っ
た
事
を
理
由
に
計
画

断
念
に
至
っ
た
事
が
２
０
２
４

年
11
月
に
順
天
堂
大
学
か
ら
県

に
報
告
さ
れ
ま
し
た
。

霧消した順天堂大学医学部浦和美園分院

　

２
０
１
５
年
の
当
初
計
画
で

は
総
事
業
費
は
約
８
３
４
億
円

で
、
２
０
１
８
年
に
順
天
堂
大

学
の
小
川
秀
興
理
事
長
と
上
田

清
司
前
知
事
が
締
結
し
た
確
認

書
で
は
、
県
に
よ
る
財
政
支
援

は
医
師
派
遣
を
確
認
し
た
後
に

予
算
の
範
囲
内
で
行
い
、
補
助

人口10万人当たりの医療施設従事医師数
順位 人数 都道府県
1 335.7 徳島
2 335.2 高知
3 334.3 京都
4 327.6 長崎
5 324.6 東京

45 209.0 千葉
46 202.0 茨城
47 180.2 埼玉

262.1 全国平均
� 2022年12月31日現在
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近
年
、
東
京
都
が
潤
沢
な
財
政
力
を
背
景
に
「
18
歳
以
下
の
子
供
に
月

額
５
千
円
を
支
給
す
る
」・「
私
立
高
校
の
授
業
料
助
成
の
所
得
制
限
を
撤

廃
す
る
」・「
第
１
子
の
保
育
料
を
無
償
化
す
る
」・「
無
痛
分
娩
に
10
万
円

助
成
す
る
」・「
都
内
の
全
民
間
病
院
に
入
院
患
者
１
人
当
た
り
１
日
５
８

０
円
を
給
付
す
る
」
な
ど
、
バ
ラ
マ
キ
政
策
を
連
発
し
、
近
隣
の
埼
玉
県・

千
葉
県
・
神
奈
川
県
と
の
行
政
サ
ー
ビ
ス
の
差
が
拡
大
し
て
い
ま
す
。

　

３
面
に
東
京
都
で
実
施
さ
れ
、
埼
玉
県
で
実
施
さ
れ
て
い
な
い
行
政

サ
ー
ビ
ス
の
一
覧
表
を
掲
載
し
ま
し
た
。

東
京
都
の
０
１
８ 

サ
ポ
ー
ト
事
業

　

都
内
在
住
の
０
歳
か
ら
18
歳
ま
で
の

全
て
の
子
供
に
月
額
５
千
円
（
年
額
６

万
円
）
を
給
付
す
る
事
業
で
、
所
得
制

限
は
有
り
ま
せ
ん
。
２
０
２
３
年
９
月

か
ら
始
ま
り
ま
し
た
。

　

子
育
て
支
援
策
と
し
て
始
ま
っ
た
様

で
す
が
、
手
当
を
含
め
金
券
を
配
る
事

で
合
計
特
殊
出
生
率
が
上
が
っ
た
エ
ビ

デ
ン
ス
は
世
界
中
ど
こ
に
も
存
在
し
ま

せ
ん
。
む
し
ろ
一
人
当
た
り
の
県
民
所

得
が
一
番
多
い
東
京
都
の
合
計
特
殊
出

生
率
が
一
番
低
く
、
一
人
当
た
り
の
県

民
所
得
が
一
番
少
な
い
沖
縄
県
の
合
計

特
殊
出
生
率
が
一
番
高
い
と
い
う
逆
の

エ
ビ
デ
ン
ス
が
有
り
ま
す
。

　

お
金
を
配
る
な
ら
最
初
か
ら
取
ら
な

い
減
税
・
控
除
の
方
が
事
務
手
続
き
も

簡
単
で
手
数
料
も
発
生
し
ま
せ
ん
。

　

有
権
者
に
金
券
を
配
る
政
策
は
あ
る

意
味
で
は
買
収
で
あ
り
、
公
職
選
挙
法

違
反
の
疑
い
も
有
り
ま
す
。
尚
、
こ
の

政
策
を
埼
玉
県
で
実
施
す
る
に
は
６
６

２
億
円
の
財
源
が
必
要
に
な
り
ま
す
。

東
京
都
の
私
立
高
校
授
業
料

の
無
償
化

　

東
京
都
で
は
２
０
２
４
年
４
月
か
ら

私
立
高
校
等
に
通
う
全
て
の
都
内
に
居

住
す
る
生
徒
の
保
護
者
に
対
し
て
所
得

制
限
を
撤
廃
し
、
授
業
料
へ
の
助
成
と

し
て
国
の
就
学
支
援
金
と
合
わ
せ
て
、

都
内
私
立
高
校
平
均
授
業
料
で
あ
る
年

額
48
万
４
千
円
を
上
限
と
し
て
支
援
し

て
い
ま
す
。

　

２
０
２
３
年
度
ま
で
は
世
帯
年
収
９

１
０
万
円
未
満
の
世
帯
が
対
象
で
、
そ

の
所
得
制
限
を
撤
廃
し
た
訳
で
す
が
、

埼
玉
県
で
実
施
す
る
と
１
３
３
億
円
の

財
源
が
必
要
に
な
り
ま
す
。

東
京
都
の
保
育
所
等 

保
育
料
の
無
償
化

　

現
在
、
第
１
子
の
保
育
料
は
、
国
が

３
～
５
歳
は
全
世
帯
、
０
～
２
歳
は
所

得
制
限
を
設
け
て
無
償
化
し
て
い
ま
す

が
、
東
京
都
は
２
０
２
５
年
９
月
か
ら

国
の
無
償
化
の
対
象
外
と
な
っ
て
い
る

世
帯
の
保
育
料
負
担
を
無
く
し
ま
す
。

　

東
京
都
は
都
内
の
保
育
所
に
通
っ
て

い
る
子
供
に
対
し
所
得
制
限
の
な
い
保

育
料
無
償
化
を
段
階
的
に
進
め
て
お

り
、
２
０
１
９
年
10
月
に
０
～
２
歳
の

第
３
子
以
降
の
保
育
料
を
無
償
化
し
、

２
０
２
３
年
10
月
に
０
～
２
歳
の
第
２

子
の
保
育
料
を
無
償
化
し
て
い
ま
す
。

　

埼
玉
県
で
第
１
子
の
保
育
料
を
無
償

化
す
る
と
１
２
６
億
円
、
第
２
子
の
保

育
料
を
無
償
化
す
る
と
５
８
億
円
の
財

源
が
必
要
と
な
り
ま
す
。

東
京
都
の
無
痛
分
娩
助
成

　

都
内
対
象
医
療
機
関
で
令
和
７
年
10

月
以
降
に
出
産
し
た
都
民
に
対
し
、
無

痛
分
娩
に
係か

か
わる
費
用
を
最
大
10
万
円
が

助
成
さ
れ
ま
す
。
埼
玉
県
で
実
施
す
る

場
合
は
５
億
円
の
財
源
が
必
要
に
な
り

ま
す
。

都
内
の
全
民
間
病
院
に 

財
政
支
援

　

光
熱
費
・
食
材
費
・
人
件
費
の
高
騰

な
ど
に
よ
り
２
０
２
３
年
度
上
半
期
に

於
い
て
都
内
の
49
・
２
％
の
病
院
が
赤

字
だ
っ
た
事
か
ら
東
京
都
は
、
令
和
７

年
度
か
ら
１
～
３
年
間
の
時
限
措
置
で

都
内
に
約
６
０
０
あ
る
全
て
の
民
間
病

院
に
入
院
患
者
一
人
当
た
り
１
日
５
８

０
円
を
給
付
す
る
な
ど
総
額
３
２
１
億

円
の
財
政
支
援
を
行
い
ま
す
。
埼
玉
県

で
同
様
の
政
策
を
実
施
す
る
と
80
億
円

の
財
源
が
必
要
に
な
り
ま
す
。

東京都と埼玉県の財政状況の比較 東京都 埼玉県

2025年度予算案 一般会計予算規模（億円） 91580 22309

歳入に於ける税収（億円）
　　個人都民税・県民税
　　法人二税

69296
12451
25362

8794
3342
1975

歳出に於ける投資的経費
（億円）

11611 2058

2023年度決算 ※経常収支比率（％） 76.5 95.8

2022年度決算に基づく自由に使える財源
（一人当たり：円）

67600 6600

※�経常収支比率：県税や地方交付税などの経常的収入に対する人件費・
扶助費・公債費など毎年必ず出ていく経費の割合。財政構造の弾力性
の指標として使われ、この値が大きくなるほど自由に使える財源が少
なくなります。
　�　一般に 70〜 80％が適正水準と考えられていますが、2023 年度の
埼玉県の経常収支比率は 95.8％、東京都は 76.5％、都道府県平均は
92.5％となっています。

国の高校授業料無償化の動き
　2025年3月現在、国では2025年4月から公立・私立
を問わず年間11万8千円の就学支援金の所得制限を撤廃
し、公立高校の授業料を実質的に無償化し、2026年4月
から私立高校の就学支援金の所得制限も撤廃し、上限額
を私立高校の全国平均授業料である45万7千円に引き上
げる方向で議論されています。
　25年度が約1000億円、26年度以降は年約4000億円が
必要とされていますが、財源は明らかにされていません。
　私立高校の授業料無償化が実現すると少子化と相

あい
まっ

て公立離れが起こり、公立高校が没落して行く事が危
き
惧
ぐ

されます。

東
京
都
と
埼
玉
県
の
財
政
力
の
差
は
歴
然
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事業名 補助金の概要 R7予算額
（億円）

埼玉県実施
影響試算額
（億円）

私立高等学校等特別奨学金補助 私立高校等に通う全ての都内に居住する生徒の保護者に対して、授業料への助成として国の就学支援金と合わせて、
都内私立高校平均授業料（年額484,000 円を上限）まで支援（令和6年度から所得制限を撤廃） 643 ＋ 133

避難所環境整備・災害時トイレ確保等
区市町村支援 避難所の環境整備や、災害時に有効活用できるトイレの確保等について、区市町村に対する支援を実施（補助率1／ 2） 10

出火防止対策に係る区市町村支援 感震ブレーカーの設置を進める区市町村に対して補助
（補助基準額：分電盤タイプ2万円、コンセントタイプ7千円、補助率1／ 2） 8

東京ゼロエミ住宅普及促進事業 「東京ゼロエミ住宅」の基準を満たす新築住宅の整備促進のため約16,000 戸を対象に最大240万円を補助 297

家庭のゼロエミッション行動推進事業 長期使用家電等の買替や、高効率の新規家電の購入への支援を店舗での直接値引き方式により実施することで、家庭
の省エネ行動を促進（規模　約83万台） 221

賃貸住宅の断熱・再エネ集中促進事業
省エネ性能の診断キャンペーン展開（規模5,000棟、補助率10／ 10、補助額120万円／棟）や、コンシェルジュ
による賃貸オーナー向けの伴走型支援に加え、断熱改修（規模3万戸、補助率2／ 3、補助額 30万円／戸）までを
シームレスに支援し、賃貸住宅の断熱化を加速

199

次世代型ソーラーセルの普及拡大 日本発の軽量・柔軟な次世代型ソーラーセルの社会実装を促進するため、開発支援に加え、都有施設への先行導入や
民間事業者に対する集中支援を行い、量産化に向けた需要創出を推進するとともに、普及啓発を推進する広報を実施 12

ゼロエミッション地区創出プロジェクト 都独自の「ゼロエミッション地区」の創出に向け、区市町村の面的取組を最長5年間支援（補助率2／3、補助額10億円）
するとともに、各主体の取組や合意形成等を後押し 43

保育所等利用世帯負担軽減事業　等 第1子の保育所等保育料無償化（令和7年9月から拡充） 279 ＋ 126

保育所等利用世帯負担軽減事業　等 第2子の保育所等保育料無償化（令和5年10月から拡充） 484 ＋ 58

018サポート 都内に住む0歳から18歳までの全ての子供に月額5,000円を支給する（対象人数1,970,000人：令和5年9月から支給） 1,227 ＋ 662

介護職員、介護支援専門員居住支援特
別手当事業

介護職員の離職を防止し、今後の介護ニーズの増加に応じた人材の確保定着を図るため、介護職員及び介護支援専門
員を対象に居住支援特別手当を支給する事業所を支援（手当額1万円／月（勤続5年目までの職員には1万円を加算）） 285

障害福祉サービス等職員居住支援特別
手当事業

居住支援特別手当を福祉・介護職員に支給する障害福祉サービス事業所を支援（手当額1万円／月（勤続5年目まで
の職員には1万円を加算）） 129

シルバーパスの交付 満70歳以上の都民の申し込みにより都内の民営バス及び都営交通に乗車可能な東京都シルバーパスを交付（年間負
担額　12,000 円（住民税非課税者等は1,000円））※東京都シルバーパス指定団体に対する補助金 230

東京都無痛分娩費用助成等事業 都内対象医療機関で令和7年 10月以降に出産した都民に対し、無痛分娩に係る費用を最大10万円助成
（規模　9,500件：令和7年10月から助成） 11 ＋ 5

地域医療確保緊急支援事業
（令和7年度から1～3年間の時限措置）

①地域医療確保に係る緊急・臨時支援事業：166億円
現下の状況を踏まえ緊急的かつ臨時的に都内民間病院等に支援金を交付（入院患者1人当たり580円／日（106,406床））

321 ＋ 80
②高齢者受入体制確保事業：94億円
高齢者受入のために病床を確保した病院に対し、病床確保料を交付（1床当たり629万円／年（1,484床））

③小児・産科・救急医療受入推進事業：61億円
小児・産科・救急医療において患者の受入を推進するための体制を確保する病院を支援（1診療科当たり 1,114 万
円（547病院））

看護職員等宿舎借り上げ支援事業 働きやすい職場環境を実現し、看護人材の確保及び定着を図るため、医療機関に勤務する看護職員等の宿舎の借り上
げを支援（補助率3／ 4、補助基準額　月額82,000 円／戸、規模：5,215戸） 39

卵子凍結への支援 加齢等による妊娠機能の低下を懸念する場合に行う卵子凍結に係る費用助成の規模を拡充（4,000件、上限額20万円、
調査協力助成金2万円／年） 10

帯状疱疹ワクチン任意接種補助事業 国の定期接種化の対象外となった 50歳から 64歳の方の帯状疱疹ワクチン接種機会の確保のため、区市町村に対す
る補助を令和7年度に限り実施する。 11

医療施設近代化施設整備費補助事業 医療資源の効率的な再編及び地域医療の確保に配慮しつつ、患者の療養環境の改善等を進める
民間医療施設に対し、施設整備を促進するため、補助単価を引き上げ（26万円／㎡→41万円／㎡　規模　6病院） 12

医療機関診療情報デジタル推進事業
医療機関が質の高い医療の提供ができるよう電子カルテシステムの整備を支援する（補助率　中小病院及び診療所　
3／ 4、200床以上の病院　1／ 2　　補助額　病院向け　605千円／床（41施設）、診療所向け　3,000 千円／
施設（342施設）等）

27

企業における「年収の壁突破」総合対
策促進事業

配偶者手当の見直しや社会保険に加入した非正規雇用者向けの手当ての新設など、「年収の壁」に伴う現場の問題解
決に取り組む企業に対して奨励金を支給（①配偶者手当見直しコース　300社／年×3年間、補助額30万円、②社
会保険加入促進コース　1,000社／年× 3年間、補助額30万円）

15

「手取り時間」創出・エンゲージメン
ト向上推進事業

従業員のエンゲージメント向上やライフステージに応じた支援のほか、柔軟で質の高い働き方により従業員の「手取
り時間」を増加させるための取組等を支援（規模1,400社　補助上限額230万円） 30

カスタマーハラスメント防止対策推進
事業

録音・録画装置の整備など実践的なカスハラ防止対策を行った企業等に奨励金を支給等（①企業向け　規模 1万社、
補助額40万円　②団体向け　規模30団体、補助額100万円） 49

働くパパママ育業応援事業 育業しやすい職場環境の整備を行う企業に対する支援について、職場内における育業しやすい雰囲気の一層の醸成に
向け、同僚への応援手当等に対する奨励金を拡充（規模　1,150社） 20

女性管理職比率・男女間賃金格差改善
促進事業

男女間賃金格差の是正に向け、女性活躍の基盤づくりに計画的・戦略的に取り組む都内中小企業に対して奨励金を支
給（規模　500社　補助額100万円） 7

テレワークトータルサポート事業 テレワークの導入・定着・促進を図るため、専門家の活用や機器等の導入を支援するほか、テレワーク未導入企業が
育児・介護期従業員を対象に規定を整備した場合などに金額を加算（規模　1,000社） 28

業界別人材確保強化事業 業界団体が構成員の中小企業等に対して実施する人材確保の取組に要する経費を助成 12

経営統合等による産業力強化支援事業 経営資源が限られる中小企業の発展的統合を促進するため、コンサルティング支援に加え、工場建屋の建築費等の初
期費用を助成（規模4件　補助額4億円等） 15

新たな事業環境に即応した経営展開サ
ポート事業

創意工夫により既存事業を深化・発展する都内中小企業に対し助成金等による支援を実施（規模　1,200 社　補助額�
800万円等） 90

燃料電池等トラック実装支援事業 燃料電池等トラックの導入費及び燃料費差を事業者に補助 57

EVバス・EVトラック導入促進事業 ZEVの普及拡大に向けて、EVバス・EVトラックとディーゼル車との販売価格差を事業者等に支援（規模　約1,800台） 172

東京都公立学校給食費負担軽減事業 都内市区町村が行う学校給食費の保護者負担軽減に係る支援（都が1／ 2，市区町村が1／ 2を負担） 251 ＋ 123

都立学校給食費負担軽減事業 都立学校（特別支援学校等）の保護者が負担する学校給食費について、都が負担 22 ＋ 5

都立高等学校等の授業料実質無償化 国の方策が講じられるまでの間、都立の高等学校・特別支援学校において、授業料を実質無償化
（所得制限により国庫補助対象外となる生徒について授業料を免除） 43 ＋ 26

合計金額 ◆東京都で実施され埼玉県で実施されていない行政サービスの令和7年度予算総額は5309億円になります。 5,309

令和7年度当初予算案に於いて東京都で実施され埼玉県で実施されていない行政サービス
※東京都HPの「東京都予算案の概要」等を参照・黄色枠は２面に詳細を記載
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新型インフルエンザと季節性インフルエンザの違い
　「新型インフルエンザ」の感染症法上の定義は、「新たに人から人に伝染する
能力を有することとなったウイルスを病原体とするインフルエンザであって、一
般に国民が当該感染症に対する免疫を獲得していないことから、当該感染症の全
国的かつ急速なまん延により国民の生命及び健康に重大な影響を与えるおそれが
あると認められるもの」とされていますが、実際の臨床現場では「新型」と「季
節性」の取り扱いの差はなく治療薬も同じです。
　過去の新型インフルエンザの流行は2009-2010年の新型インフルエンザA
（H1N1pdm2009（pdm：パンデミック）ですが、世界に流行が拡がり、多く
の国民が免疫を獲得するにつれ、季節的な流行を繰り返すようになって来たので
厚労省は新型インフルエンザA（H1N1）pdm2009を2011年4月から季節性イ
ンフルエンザとして取り扱う事としています。
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表1：行政備蓄用抗インフルエンザウイルス薬の備蓄量（万人分：2024年 11月末時点）

タミフル
カプセル

タミフル
ドライシロップ リレンザ イナビル ラピアクタ オセルタミビル

（タミフル原液）
オセルタミビル

（タミフルドライシロップ原液） ゾフルーザ 合計

国 355 228 20 732 88 118 23 144 1708
都道府県 801 303 402 461 98 44 2109
計 1156 531 422 1193 186 118 23 188 3817

表2：埼玉県の抗インフルエンザウイルス薬の備蓄状況（千人分：2024年 11月末時点）

タミフル
カプセル

タミフル
ドライシロップ リレンザ イナビル ラピアクタ ゾフルーザ 合計

埼玉県 227.4 184.9 69.8 405.5 50.3 83.6 1021.5


